平成２３年１０月１７日

　関係事業者　様
神奈川県保健福祉局
福祉・次世代育成部障害サービス課長　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（公　印　省　略）
平成２３年度障害者自立支援基盤整備事業（その他障害福祉サービスの基盤

整備に資する増改築工事）に係る事前協議（第２回）について（通知）
　このことにつきまして、平成２３年度事業実施を予定している法人におきましては事前協議を行いますので、次のとおり協議申請書等を提出くださいますようお願いいたします。

１　提出期限　平成２３年１０月３１日（月）

２　提出書類

（1） 様式１「平成２３年度障害者自立支援基盤整備事業（その他障害福祉サービスの　基盤整備に資する増改築工事）に係る事前協議について」
（2） 様式２「障害者自立支援基盤整備事業事前協議書（その他障害福祉サービスの基　　　　盤整備に資する増改築工事）」

（3） 添付書類（様式１に記載の書類など）
３　留意事項

（１）　様式２については、増改修を行う施設ごとに提出してください。

（２）　大幅にレイアウトが変更になる場合や新たに従たる事業所を設置する場合などは基準上問題がないかどうかの事前相談を障害サービス課事業支援グループと行ってください。
（3） 事前協議において認められた内容を変更する場合は、再協議（内示をいったん取り消します）となりますのでご注意ください。

（４） 協議後、事業申請書を提出する際には、所在地の市町村長からの意見書の提出が必要になりますので、事前に市町村との調整をお願いします。

（５）  土地等が自己所有でない施設については、協議後、事業申請書を提出する際に、

賃貸借契約書の写し及び貸主の同意書が必要になります。

（６）　その他の留意事項については別紙をご覧ください。


問い合わせ先

施設福祉グループ　畠中

電  話045-210-4724（直）

ﾌｧｸｼﾐﾘ045-201-2051

１　事業概要

（１）補助対象

　　　　本補助金は、新体系施設に移行するための事業所（移行済を含む）が改修工事や増築工事等を行い、平成２４年２月までに事業が完了する場合に補助対象となります。
（２）補助基準額

　　　　2,000万円以内(申請が予算額を上回る場合には、調整させていただく場合がありますので、ご了承ください。※事前協議及び交付申請時の概算見積分の設計料は対象となりません。)

（３）補助率

　　　　10/10

２　前年度からの変更点

・補助金の支払方法

これまで、補助金の支払は精算払い(実績報告書提出後の支払)としていましたが、施行事業者から代金の支払い時期及び支払い金額を明記した書類（会社印の押印必要）を徴収し、提出することで必要な時期に概算払いできることとしました。

　　

＜例＞　事業着手前に着手金を払う場合

　　　交付決定日　平成23年 7月20日　　　　　 概算払日

事業着手日　平成23年 8月 1日　　　　　　第1回　平成23年 7月31日

　　　事業完了日　平成23年10月31日　　　　　　第2回　平成23年11月20日

　　　代金支払日　平成23年11月25日　　　　　　　　

　　※　事業完了後一括支払う契約の場合は、前述の例では平成23年11月20日

・施設の事務

　　○　内示の通知を受けた後、入札等を実施すること

　　○　工事額等が確定した段階で交付申請書を提出し、交付決定後に契約締結(改修工事の場合)及び事業に着手すること

○　代金の支払方法について、施行事業者と調整し、交付申請書と併せて代金の支払い時期及び金額を明示した書類を提出すること
　　○　実績報告書に代金を支払った領収書等を添付すること
●該当事業所において、設備整備(備品購入)についても採択される場合
○　改修工事と設備整備(備品購入)の両方を要望する場合であっても、補助基準額は2,000万円以内ですので、両者の合算額が補助基準額を超えるときには、調整が必要となります。

＜例＞

　　　　改修工事費用　　　　　　2,000万円　　　　　　　1,500万円

　　　　設備整備(備品購入)費用　　500万円　　　　　　　　500万円

合　　計　　　　　　　2,500万円　　　　　　　2,000万円
様式１

平成　　年　　月　　日

神奈川県保健福祉局


福祉・次世代育成部障害サービス課長　殿

所在地

法人名

代表者名　　　　　　　　　　　㊞

平成２３年度障害者自立支援基盤整備事業（その他障害福祉サー

ビスの基盤整備に資する増改築工事）に係る事前協議について（提出）

　このことについて、次のとおり提出します。

· 提出書類

· 障害者自立支援基盤整備事業事前協議書（様式２）

· 位置図（所在地のわかるもの）

· 配置図（建物のどの部分かわかるもの）

· 平面図（改修前後、工事箇所を明示してください）

· 概算見積書の写し（２者以上）
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